
は じ め に
本邦において，アレルギー性鼻炎は最も頻度が高いア
レルギー性疾患の一つとして知られている．特にスギ花
粉症は，国民病と言われるほどの有病率の高さと症状の
激しさから毎春の社会問題として各種メディアに取り上
げられているのが現状である．
スギ花粉症に関する疫学調査としては，２００１年に

Okudaにより行われた全国民から無作為抽出した約１
万名を対象とするアンケート調査がある．この調査によ
れば，５，８３６名からアンケートが回収され年齢調整後の
スギ花粉症の有症率は１９．４％であった１）．一方，馬場ら
は全国の耳鼻咽喉科医師ならびにその家族を対象とした
鼻アレルギーのアンケート調査を１９９８年と，その１０年後
の２００８年に行い，スギ花粉症，通年性アレルギー性鼻炎
ならびにスギ以外の花粉症の有病率の推移を報告してい
る２）３）．その結果，１９９８年に比し２００８年では，アレルギー
性鼻炎全体の有病率は２９．８％が３９．４％に増加し，特にス
ギ花粉症の有病率が１６．２％から２６．５％と急増したことが
明らかにされ，社会から大きな注目を浴びた．

過去の調査からすでに１０年以上が経過したが，アレル
ギー性鼻炎は自然寛解が少ない疾患であることや，近年
の問題として取り上げられるスギ花粉症の低年齢化など
から，さらに有病率の増加が危惧されるところである．
そこで，このほど日本耳鼻咽喉科免疫アレルギー学会が
主体となって有病率調査委員会が組織され，１１年ぶりに
全国の耳鼻咽喉科医およびその家族を対象とした鼻アレ
ルギーの全国疫学調査を実施した．そこで今回は，２０１９
年調査結果の概略と，１９９８年ならびに２００８年の全国疫学
調査との比較を行い速報として報告する．

対象および方法
今回の調査は１９９８年，２００８年の全国疫学調査と同様の

方法で行った．調査対象は全国の耳鼻咽喉科医およびそ
の家族であり，２０１９年６月末に全国の耳鼻咽喉科医
１０，９８４名にアンケート用紙を送付した．アンケート調査
の概略は，年齢，性別，居住する都道府県，スギ花粉
症，スギ以外の花粉症，通年性アレルギー性鼻炎の有
無，ならびに鼻以外のアレルギー性疾患の有無であり，
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鼻アレルギーの全国疫学調査２０１９
（１９９８年，２００８年との比較）: 速報
―耳鼻咽喉科医およびその家族を対象として―

近年になり，スギ花粉症などのアレルギー性鼻炎の増加が指摘されている．馬
場らが中心となって１９９８年と２００８年に全国の耳鼻咽喉科医師ならびにその家族を
対象としたアンケートによる鼻アレルギー疫学調査が行われ，有病率の推移が詳
細に報告されている．今回われわれは，前回の調査から１１年後の２０１９年に同様の
調査を行い，スギ花粉症，通年性アレルギー性鼻炎ならびにスギ以外の花粉症の
有病率を同定した．アレルギー性鼻炎全体の有病率は４９．２％，スギ花粉症単独の
有病率は３８．８％と前回調査に比べ大きく増加していた．さらに１０歳代でスギ花粉
症が著明に増加していることも明らかとなった．
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本人，配偶者，両親，子供について回答を求めた
（図１）．本調査では，１９９８年，２００８年の調査項目であっ
た住環境とスギ花粉飛散量の質問は割愛し，回答しやす
くするために記載欄を変更した．
調査の締め切りは２０１９年８月末に設定し，調査表を郵
送で返却してもらい，原因別に全体の有病率を算出し，

１９９８年，２００８年の全国疫学調査の結果と比較した．ま
た，年齢層別の有病率ならびに居住する都道府県別の有
病率を算出して検討した．本研究は福井大学医学部倫理
審査委員会の承認（整理番号２０１９０００７）を得て行われ
た．耳鼻咽喉科医へのアンケート送付は日本耳鼻咽喉科
学会理事会の承認を得てデータ管理会社から発送した．

図 1 ２０１９年に用いたアンケート用紙
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結 果
１． 回収率
調査期間内に４，７４９通の回答があり，アンケート送付
数１０，９８４通に対する回収率は４３．２％であった．１９９８年調
査時の回収率の４２．８％（４，０３５/９，４２０通）２），２００８年時の
３７．７％（３，６２１/９，６０２通）と比し３），ほぼ同程度の回収
率が得られた．全体の原因別有病率の算出については，
本人および家族のアンケートのうちで，スギ花粉症，ス
ギ以外の花粉症，通年性アレルギー性鼻炎の有無につい
て記載があった１９，８５９名が対象となった．そのうち，性
別の記載があったのは１９，６８０名で男性は９，６３２名，女性
は１０，０４８名であった．また，年齢層別有病率の算出は年
齢層の記載があった１９，７６６名（０～４歳 : ８３５名，５～
９歳 : ８６２名，１０～１９歳 : ２，０１２名，２０～２９歳 : ２，０３７名，
３０～３９歳 : ２，２６８名，４０～４９歳 : ２，５７１名，５０～５９歳 :

２，７７３名，６０～６９歳 : ２，６０３名，７０歳以上 : ３，８０５名）を，
都道府県有病率については現住所の記載があった４，７３７
通を対象とした．
２． 全体の原因別有病率
今回の調査対象全員から得られた有病率を，１９９８年な

らびに２００８年の結果と併せて表示した（図２）．アレル
ギー性鼻炎全体の有病率は４９．２％と高率を示し，１９９８年
に比し約２０％，２００８年と比較しても約１０％の増加が認め
られた．中でもスギ花粉症の増加が著しく，スギ花粉症
単独の有病率は２００８年と比し１２．３％増加し，３８．８％であ
った．スギ以外の花粉症の有病率も２５．１％と２００８年に比
し約１０％の増加が認められた．一方，通年性アレルギー
性鼻炎の有病率は２４．５％であり，１９９８年から５．８％，２００８
年からは１．１％の漸増にとどまっていた．

３． 年齢層別有病率
各年齢層別に有病率が最も高値を示したのは，０～４
歳では通年性アレルギー性鼻炎であったが，５歳以上の
すべての年齢層ではスギ花粉症が最も高率であった
（図３）．各抗原別の検討では，スギ花粉症は５～９歳で
約３０％，１０歳代で４９．５％と急増し，５０歳代までのすべて
の年齢層においても４０％を越す有病率であった．通年性
アレルギー性鼻炎も同様に１０歳代で３８．５％，スギ以外の
花粉症も１０歳代が３３．８％と，全年齢層の中で最も高い有
病率を示し，１０歳代の若年における有病率の増加が著し
いことが明らかとなった．
４． 都道府県別有病率
都道府県別の有病率の比較では，山梨県がアレルギー
性鼻炎全体の有病率が最も高値を示し６９．１％に達した．
最も低値であった沖縄県さえも３０％を越えていた
（表１）．抗原別に有病率を比較しても，スギ花粉症は山
梨県が６５．０％と著明な高率を示し１９９８年，２００８年と同様
に全国で最もスギ花粉症の有病率が高い県であった．ま
た，多くの県で３０％を越す有病率を示す結果となった．
通年性アレルギー性鼻炎では佐賀県が４０．０％と最も高

値で，多くの県で１０％台後半から２０％台の有病率を呈し
ていた．スギ以外の花粉症も多くの県で前回調査よりも
増加し２０％を越す有病率を呈していた．

考 察
アレルギーの感作・発症には遺伝的素因や，抗原曝露
などの種々の要因が関与する．近年のアレルギー性鼻炎
の増加の原因としては，自然寛解が少ない疾患であるた
めに患者が蓄積していくことも一因であるが，抗原量の

図 2 １９９８年，２００８年，２０１９年の有病率 図 3 年齢層別有病率
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表 1 都道府県別有病率

都道府県名 都道府県別
対象数

有病率（％）
通年性アレルギー性鼻炎 スギ花粉症 スギ以外の花粉症 花粉症全体 アレルギー性鼻炎全体

１ 北海道 ７７５ ３２．１ ５．６ ２７．３ ２７．５ ４０．０
２ 青森 ２１６ ２４．１ ３１．７ ２０．９ ３６．７ ４４．０
３ 岩手 １３５ １１．７ ４１．７ ２５．６ ４４．５ ５０．４
４ 宮城 ２９８ ２６．８ ３９．７ ２６．０ ４３．９ ４８．９
５ 秋田 １７１ ２２．９ ３０．１ １５．２ ３１．９ ３９．０
６ 山形 １９１ ２４．６ ３９．３ ２９．９ ４６．０ ５１．４
７ 福島 ２７４ ２４．９ ４３．１ ２２．５ ４６．７ ４８．６
８ 茨城 ３０７ ２２．９ ４４．４ ２０．９ ４４．８ ５０．０
９ 栃木 ３０２ ２９．５ ５６．７ ３１．４ ５９．２ ６３．３
１０ 群馬 １８８ １５．９ ３９．１ ２３．２ ４５．４ ５０．０
１１ 埼玉 ５７２ ２９．０ ５６．１ ３３．８ ５７．９ ６０．４
１２ 千葉 ５４０ ３０．４ ４１．８ ２３．５ ４３．９ ５１．４
１３ 東京 ３，０１５ ２５．２ ４７．０ ２４．０ ４９．１ ５４．３
１４ 神奈川 １，１２０ ２８．２ ４８．１ ２８．０ ４９．８ ５５．３
１５ 山梨 １６６ ２４．３ ６５．０ ３５．０ ６６．５ ６９．１
１６ 新潟 ３６０ ２１．１ ２７．３ １２．７ ２９．９ ３７．４
１７ 富山 １９１ １８．３ ２９．３ １４．３ ３２．６ ４０．４
１８ 石川 ２７２ １６．７ ２７．０ １５．９ ３０．４ ３５．４
１９ 福井 ２０６ ３５．０ ４３．９ ２３．７ ４６．０ ５３．２
２０ 長野 ２４０ １７．４ ４８．６ ３５．０ ５２．５ ５６．０
２１ 岐阜 ３１４ ２１．５ ４４．４ ３４．６ ５０．５ ５５．６
２２ 静岡 ４５８ １５．７ ４５．９ ３０．８ ５０．４ ５３．１
２３ 愛知 １，１８０ ２２．９ ４３．５ ３２．２ ４７．０ ５１．９
２４ 三重 ２７９ ２１．０ ４７．０ ２３．３ ４９．２ ５３．０
２５ 滋賀 ２３１ １８．６ ３７．５ ２８．５ ４０．２ ４４．６
２６ 京都 ６４６ ２５．１ ４９．２ ３６．１ ５１．８ ５５．８
２７ 大阪 １，４５５ ２２．６ ３６．９ ２７．４ ３９．３ ４５．３
２８ 兵庫 ９４０ ２１．３ ３４．６ ２５．２ ３８．６ ４６．７
２９ 奈良 ３３５ １９．５ ３８．３ ３６．７ ４７．５ ５０．３
３０ 和歌山 １８６ ２８．７ ３０．６ ２８．３ ３５．３ ４５．６
３１ 鳥取 ９７ ２５．０ ３２．２ ２３．８ ３７．４ ４０．２
３２ 島根 ８９ ２５．９ ２９．３ １６．５ ３０．１ ３８．６
３３ 岡山 ３７８ ２１．８ ３２．９ ２４．３ ３６．９ ４２．５
３４ 広島 ４３５ ２９．０ ４０．９ ２３．４ ４３．５ ５２．２
３５ 山口 ２３０ ２４．７ ３２．９ １７．８ ３４．３ ４４．１
３６ 徳島 ２０２ １８．２ ２７．０ １６．６ ３１．２ ４０．０
３７ 香川 １９５ ２０．２ ４０．８ ２５．７ ４４．１ ５０．０
３８ 愛媛 ２９７ １７．５ ３５．０ ２１．３ ４０．１ ４５．１
３９ 高知 １６５ １７．０ ４０．６ １０．４ ４１．９ ４６．３
４０ 福岡 ７２３ ２７．３ ２４．４ １６．７ ２７．８ ３９．２
４１ 佐賀 １０９ ４０．０ ３８．８ ２６．４ ４０．８ ５４．３
４２ 長崎 ２５５ ２８．７ ２５．０ ８．６ ２５．０ ４５．０
４３ 熊本 ２４３ ２９．７ ２３．４ ２０．５ ２７．５ ４１．９
４４ 大分 １９０ ２９．８ ３８．６ ２３．０ ３９．８ ４５．６
４５ 宮崎 １６０ ２５．５ ３２．０ １６．７ ３５．５ ４８．４
４６ 鹿児島 ２５０ ２９．７ １８．３ １２．５ ２０．３ ３６．２
４７ 沖縄 １５７ ２５．３ ８．６ ８．４ １２．６ ３０．９
全国

有症者数（人）
解析対象数（人） １９，７３８

２４．５
４，３７７
１７，８７７

３８．８
７，１３９
１８，３９３

２５．１
４，３０５
１７，１７９

４２．５
７，８４５
１８，４５３

４９．２
９，１４０
１８，５９６
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増加の影響が大きいと考えられている４）．１９９０年代まで
はアレルギー性鼻炎の多くは，通年性抗原に起因する通
年性アレルギー性鼻炎がその中心として考えられて
いた．荻野らは１９９２年に全国７都市で７００名を対象に
MAST法を用いて調査を行い，ヒョウヒダニの陽性率
が約３３％と最も多く，次いでスギ花粉が１４％であったと
報告している５）．また，筆者が１９９１年から１９９４年にかけ
て弘前大学医学生を対象として RAST法ならびに CAP

法を用いて行った疫学調査でも，ヒョウヒダニの陽性率
が４２．５％と検査項目中で最も高く，スギ花粉の陽性率は
２７．１％であった６）．
その後，１９９５年の全国的なスギ花粉の大飛散以後は，

全国の各地でスギ花粉症の増加が指摘されるようになっ
てきた．そして，馬場らが２００８年に行った全国調査で
は３），スギ花粉症の有病率が２６．５％と急増して通年性ア
レルギー性鼻炎の２３．４％を抜いてアレルギー性鼻炎の最
大の原因となった．今回の調査では，アレルギー性鼻炎
全体の有病率は，さらに増加して４９．２％となっており，
１０年ごとに有病率が約１０％増加している結果となった．
通年性アレルギー性鼻炎の２０１９年の有病率は１９９８年と比
較して約６％の増加にとどまっているのに対して，スギ
花粉症は１９９８年の二倍以上の３８．８％に達しており，スギ
花粉症の増加がアレルギー性鼻炎全体の有病率の増加に
大きく寄与していると思われる．また，スギ以外の花粉
症の有病率も大きく増加しており，全体として２０１９年に
は通年性アレルギー性鼻炎を上回り，地域により花粉の
種類は異なるもののアレルギー性鼻炎の原因として注意
を払う必要があると思われる．
今回の調査では，５～９歳や１０歳代でのスギ花粉症の
著明な増加が起こっており，それとともにほかのアレル
ギー性鼻炎も増加していた．アレルギー性鼻炎全体の有
病率の増加に低年齢化の影響がこれほど顕著に見られた
ことは極めて重要な問題である．当面はセルフケアとメ
ディカルケアの観点から対策を講じつつ，今後は先制医
療としての早期介入や寛解導入について早急に検討を進
めていくことが必要であると思われる．それとともに今
後も継続してこのような疫学調査を続けることが，有病
率の推移を検討する上で極めて重要であると思われた．

お わ り に
稿を終えるにあたり，馬場廣太郎先生に哀悼の意を表
しますとともに，本調査にご協力いただいた耳鼻咽喉科
諸先生方に深謝申し上げます．
なお，この調査は財団法人奥田記念花粉症学等学術顕
彰財団からの寄付により行われた．
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In recent years, the number of patients with allergic rhinitis（AR）, including Japanese cedar pollinosis（JCP）, has

increased. Dr. Baba conducted epidemiological surveys in 1998 and 2008 to investigate the prevalence of AR in Japan,

using questionnaires for otolaryngologists and their families. We carried out same questionnaire survey to investigate the

changes in the prevalence of JCP, perennial allergic rhinitis（PAR）, and pollinosis other than JCP in 2019. The results of

our survey revealed a prevalence of AR of 49.2%, and a prevalence of JCP of 38.8%. These rates represented marked

increases over the previously recorded results. Furthermore, a marked increase in incidence of JCP was observed in the

younger age groups.
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